
＊財務諸表に対する注記＊

1．重要な会計方針

（1) 有価証券の評価基準および評価方法

満期保有目的の債券は、償却原価法（定額法）に基づく。

（2)

（3) 固定資産の減価償却の方法

建物およびソフトウェアは、法人税法に基づく定額法による。什器備品は、法人税法に

基づく定率法による。

（4) 引当金の計上基準

退職給付引当金は、退職金支給規程に基づき、期末退職給付の自己都合要支給額に相当

する金額を計上している。

（5) リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（6) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式による。

2．特定資産の増減額およびその残高

特定資産の増減額およびその残高は、次のとおりである。

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

退職給付引当資産

修繕積立引当資産

運営基金引当資産

合　　　計

棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品は、最終仕入原価法に基づく。

（単位：円）

210,516,203 19,340,000 8,429,000 221,427,203

490,481,810 19,340,000 8,429,000 501,392,810

59,965,607 0 0 59,965,607

220,000,000 0 0 220,000,000



3．特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　　　目 当期末残高

特定資産

退職給付引当資産

修繕積立引当資産

運営基金引当資産

合　　　計

4．固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高は、次のとおりである。

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建　　　　　物

建 物 附 属 設 備

什　器　備　品

ソフトウェア

合　　　計

5．金融商品に関する注記

（1) 当法人の資金運用は、金融機関への預金、日本国国債のみであり、元金の償還につい

ては僅少なリスクしか負わないものに限定して行っている。

（2) 金融商品の内容及びそのリスク

債券で運用を行っている特定資産には発行体の信用リスク等が存在している。

（3) 金融商品に係るリスク管理体制

①財務処理規程に基づく取引

金融商品の取引は、財務処理規程に基づき行っている。

②信用リスクの管理

債券、預金については、発行体、預託金融機関の状況を定期的に把握している。

③市場リスクの管理

債券、預金については、定期的に把握している。

（4) 金融商品（満期保有目的の債券）の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

金融商品（満期保有目的の債券）の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は次のと

おりである。

科　　目／種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

（単位：円）

（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

220,000,000 0 220,000,000 0

501,392,810 0 279,965,607 221,427,203

221,427,203 0 0 221,427,203

59,965,607 0 59,965,607 0

15,433,176 12,023,150 3,410,026

130,210,882 29,132,405 101,078,477

（単位：円）

196,408,157 99,533,588 96,874,569

792,000 88,440 703,560

342,844,215 140,777,583 202,066,632

（単位：円）

  運営基金引当資産

    利付国債（10年もの）　第335回 219,984,361 221,936,000 1,951,639



6．関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

附属明細書

（1）基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記の2.において記載している。

（2）引当金の明細

 退職給付引当金

期末
残高

(千円)
役員の
兼務等

事業上
の関係

属性
法人
等の
名称

住所
資産
総額

（千円）

事業の
内容又
は職業

議決
権の
所有
割合

(公
社)全
国宅
地建
物取
引業
保証
協会

東京
都千
代田
区岩
本町

－

宅建業法
第64条の
2に定め
る宅地建
物取引業
保証協

会。苦情
解決業

務、弁済
業務の実

施等

－

関係内容
取引
の

内容

取引
金額

(千円)
科目

兼務88人 関連法人

(収入)
宅建健全
育成のた
めの受託

事業

67,011
宅建取引
健全育成
受託収益

0

(支出)
宅建健全育
成のための
受託事業
(年度末精算)

530 未払金 530

210,516,203 19,340,000 8,429,000 0 221,427,203

（単位：円）

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他


